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一致有無

2.専攻審査 :基礎審査を通過した採用候補者の専攻に対

する学問的優秀性及び教育能力審査

3.面接審査 :専攻審査を通過した採用候補者に対する人

格などの審査

④第 3項の採用審査のための審査委員は募集対象専攻分

野と関連のある該当大学所属の教員か学識と経験が豊

富な関連専門家の中で大学の長が任命､委嘱する｡ こ

の場合採用候補者の専攻と募集対象専攻分野との一致

及び採用候補者の専攻に対する学問的優秀性を審査す

る時は審査委員中3分の 1が当該大学所属の教職員で

はない者にする｡

⑤大学の長は大学教員を新規採用する場合､志願締め切

り1ケ月前に採用分野 ･採用人員､志願資格､審査基

準などに関する事項を日刊新聞､官報､または情報通

信､その他効果的方法によって公告しなければならな

い｡

⑥大学教員の新規採用に志願 した者が新規採用に関する

審査基準及び志願者別審査結果などに関する公開要求

を行った場合には新規採用された者が確定された後に

公開しなければならない｡この場合に公開される内容

は特定人を識別できないようにしなければならない｡

このような規定によって実際新規採用のプロセスを例示したのが次の表 12である｡ これは大

田にある国立大学の事例であるが､他の国立大学や私立大学もほとんど同じである｡ まず､資格

としては博士学位所持者であることや教育公務員任用に欠格事由がないことを共通資格にして専

門分野によって多様な条件を提示している｡ 研究実績の条件では単独論文 100%､二人の共著

70%､3人以上の 30%などの基準から 300%の研究業績を要求しているが､最終学位論文

(200%)を除いて 400%を要求 したり ､一つの審査対象論文 (著書)を除いた場合でも

400%になるような研究業績を基本資格にしていることから任用の最も主要な資格条件が研究業

績であることがわかる｡予備審査と本審査の2回にわたる書類審査に通過したものに対してのみ

一致有無

2時攻帝査 基礎審査を通過した採用候補者の申攻に対

する学問的優秀性及び教育権力審査

3面接帝変 額攻寄盃を通過 した採用候補者に対する人

格などの蒋査

(彰第 3項の採用粛査のための審査委員は募典対象専攻分

野と関連のある召亥当大字所属の教flか学弧と経験が豊

富な関連iJiM家の中で大学の長が任命､委嘱するCこ

の場合採用候補名の専攻と筋炎対象専攻分野との-敬

及び採用候補者の申攻に対する学問的優秀性を帝査す

る時は布衣委員中3分の 1が当胃亥大学所属の教職員で

はない名にするo

⑤大学の長は大学教員を新規採用する場合､志願締め9]

りLヶ月前に採用分野 ･採用人1-1､志願資格､帝盃基

準などに関する串項をEl111新W､官報､または情報通

信､その他効炎的方法によって公告しなければならな

い｡

⑥大学数Dの新税採用に志願した者が新規採用に関する

審査基畔及び志願者別審査結果などに関する公開嬰求

を行った勘合には新規採用された者が確定された後に

公開しなければならない｡この場合に公開される内容

は特定人を孤別できないようにしなければならない｡

このような規定によって実際新規採用のプロセスを例示したのが次の袈 12である.これは大

田にある国立大学の王JiQljであるが､他の国立大学や私立大学もほとんど同じである｡まず､資格

としては博士学位所持者であることや教育公務員任用に欠格聯由がないことを共通資格にして野

門分野によって多様な条件を提示 しているC研究実績の条件では単独論文 100%､二人の共著

70%､3人以上の 30%などの基畔から 300%の研究業績を安求しているが､般終学位論文

(200%)を除いて 400%を要求 したり ､一つの帝査対故論文 (著空き)を除いた場合でも

400%になるような研究黙範を基本資格にしていることから任用の応も主要な資格条件が研究業

績であることがわかる.IT,僻審査と本審査の2回にわたる空‡軌審査に通過したものに対してのみ

一致有無

2専攻解査 基礎蒋盃を通過した採用候補者の専攻に対

する学問的優秀性及び教笥能力審査

3両接辞恋 申攻審査を通過した採用候補名に対する人

格などの審査

(彰第 3項の採用粛査のための璃･査要員は筋炎対幾専攻分

野とFtl越のある該当大学所属の教flか苧取と経験が豊

笛な朋逃中門家の中で大学の良が任命､委嘱するCこ

の場合採用候祁名の専攻と募炎対象専攻分野との一致

及び採用候補者のiE71-射 こ対する学問的優秀性を帝査す

る時は帝禿委員中3分の 1が当冨亥大学所属の教職員で

はない省にする｡

(9大学の良は大学教員を新規採用する場合､志願締め切

り1ケ月前に採用分野 ･採用人員､志願托格､帝査基

畔などに関する事項をEIllJ新W､官報､または情報過

信､その他効巣的方法によって公告しなければならな

い ｡

⑥大学数且の新税採用に志願した者が新規採用に関する

審査基準及び志願者別審査結果などに関する公開嬰求

を行った勘合には新規採用された者が確定された後に

公開しなければならない｡この場合に公Ijflされる内容

は特定人を職別できないようにしなければならない｡

このような規定によって実際新規採用のプロセスを例示したのが次の衷 12である｡これは大

田にある国立大学の三拝例であるが､他の国立大学や私立大学もほとんど同じである｡まず､資格

としては博士学位所持者であることや教育公務員任用に欠格三拝Etlがないことを炎通資格にして専

門分野によって多様な条件を提示している｡研究突き折の条件では上ii独給文 100%､二人の兆毛

70%､3人以上の 30%などの益確言から 300%の研究英続を姿求しているが､股終学位論文

(200%)を除いて 400%を要求 したり ,一つの審査対象輪文 (若草‡)を除いた場合でも

400%になるような研究典範を基本資格にしていることから任用の股も主要な資格条件が研究楽

節であることがわかる｡I予備番査と本審査の2回にわたる辛F数番盃に通過 したものに対してのみ
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専攻審査､公開講義､面接審査を通じて教育力や人格などを審査しているのである｡

表 13 国立大学の新規採用の事例 (C大学)

(1)資格 該当分野博士学位所持者及び教育公務員任用に欠格事由のない者

① ｢分析化学技術｣分野は最近 3年以内該当分野上位 10/100以内の SCⅠ

級学会誌に主著者 (FirstAuthor)､あるいは交信著者 (Corresponding

Author)論文2編以上の掲載実績があり､研究課題企画能力が優秀な者

② ｢緑色エネルギー技術｣分野は現場実務経歴が5年以上の者

③ ｢社会階層｣分野は量的方法関連科目の講義が可能な者

④ ｢食品加工学｣分野は最近 3年以内にSCⅠ論文 300%以上の掲載実績

のある者

(2)審査対象 ①最終学位論文
②最近 3年以内発表 (掲載､登録)した論文 (著書､特許)として､本校

の教員新規採用業務施行指針により認定換算制限200%以上

③審査対象研究実績には主著者､あるいは交信著者論文を必ず含む

(3)任用条件 ①任用職級は本校人事関係規定による

②成果年俸制の対象になることもある

(4)提出書類 ①予備審査書類

一志願書 3部

-学歴証明書 (学士､修士､博士)各 3部

(外国博士学位所持者は学位記写本及び韓国研究財団の博士学位申告証明

写本各 3部)

-成績証明書 (学士､修士､博士)各 3部

-審査対象研究実績目録 3部 (本校所定様式及び確認書類)

-審査対象研究実績の他の研究実績目録 3部

-資格証 (該当者の場合)各 3部 :元本持参

-経歴証明書 (教育､研究､一般経歴含む)各 3部

(外国語で作成された書類の場合には必ず志願者署名のある翻訳文を提

出)

呼攻寄杏､公開言推義､面接布衣を通じて教育力や人格などを帝査しているのである｡

表 13 国立大学の新規採用のホ例 (C大学)

(1)資格

搬学会誌に主著者 (FirstAuthor)､あるいは交信著者 (Corresponding

のある者

③寄査対象研究実練には主著者､あるいは交伯帯者陥文を必ず含む

(3)任用条件

写本各3部)

出)

il/攻審査､公開言推義､Jb按布衣を通じて教育力や人格などを帝査しているのである｡

表 13 国立大学の新規採用の才Ii例 (C大学)

区分 内容

(1)資格

殻学会誌に主若者 (FirstAuthor)､あるいは交信者着 くCorresponding

のある者

③審査対象研究実掛 こは主著者､あるいは交侶帯者論文を必ず含む

写本各3部)

也)
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-予備審査結果､本審査対象者として選抜された者に限る

-最終学位論文 3部

-その他の審査対象研究実績 (200%)各 3部

(5)書類の受付 ①インターネット登録

-インターネット登録者に限って志願書類を提出可能(未登録者は受け付け

ない)

②期間

-2010.4.26.9時～4.30.18時

③方法

-直接あるいは代理 (郵便受付不可)

(6)注意事項 ①研究実績物認定範囲 :最終学位論文､国際学術誌 (SCⅠ､SSCⅠ､

A&HCⅠ)､国内専門学術誌 (韓国研究財団登録または登録候補学術誌)

②最終学位論文を除いて400%まで審査

③審査対象研究実績物の中で一つを除外しても 400%にならなければなら

ない

④志願者が指定した研究実績物は変更不可

(7)審査過程 ①予備審査

②本審査

③専攻審査

④公開講義審査 (英語講義あり)

⑤面接審査

(8)その他事項 ①提出された書類は変換しない

②虚位記載及び書類未提出による不利益には責任を受けない

③第 1順位合格者が任用用件上問題があって合格取り消し､または任用し

ない場合に第2順位者が合格､または任用されることはない

④合格､または任用の後にも志願資格や研究実績などに問題がある場合は

合格､または任用を取り消す

⑤審査結果は適格者に限って個別通知をする

ない)

(卦方法

･㌧よい

③専攻審査

ない)

②期間

③方法

かよい

②本審査

③専攻審査
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5-2.契約制任用と再任用

契約制教員の任用に関する内容は ｢教育公務員法｣に具体的に規定されている｡大学は勤務期

間､給与､勤務条件､業績及び成果などを契約条件に明示し､任用することができる｡契約制の

場合は契約の条件､特に教授の業績が重要な項目として規定されている｡

表 14 大学教員の契約制任用に関する規定

教育公務員法

第 11条の3
契約制任用

①大学の教員は大統領令の定めにより勤務期間 ･給与 ･

勤務条件､業績及び成果約定などの契約条件を決め任

用できる

②第 1項の規定により任用された教員の任用権者は当該

教員の任用期間が満了されたときに任用期間満了目の

4ケ月前までに任用期間が満了される事実と再任用審

議を申請できることを教員に通知 (文書により通知)

しなければならない｡

③第 2項の規定により通知を受けた教員が再任用を希望

する場合には通知を受けた目から 15 日以内に再任用

審議を任用権者に申請しなければならない

④第 3項の規定により､再任用審議の申請を受けた任用

権者は大学人事委員会の再任用審議を経て当該教員に

対する再任用可否を決定し､その事実を任用期間満了

目2ケ月前まで教員に通知しなければならない｡当該

教員を再任用しないという決定をした場合には再任用

しない意思と再任用拒否事由を明示して通知しなけれ

ばならない｡

⑤大学人事委員会が第 4項の規定により当該教員に対す

る再任用可否を審議するにあたって､次の各号の事項

に関する評価など客観的事由で学則が定めた事由に基

づかなければならない｡この場合､審議過程で 15 日

以上の期間を定めて当該教員に指定された目迄に大学

人事委員会に出席して意見を述べるか書面による意見

5-2 契約制任用と再任用

契約制教員の任用に憐け る内容は r教育公務il法｣に只体的に規定されている.大学は勤務期

間､給与､勤務条件､業績及び成果などを契約条件に明示し､任用することができる｡契約制の

場合は契約の条件､特に教授の菜桁が重要な項目として規定されている｡

表 14 大学教員の契約制任用に関する規定

(D大学の教員は大統領令の定めにより勤務jgHu.給与 ･

勤務条件､菜績及び威光約定などの契約条件を決め任

用できる

②爺 1項の規定により任用された教員の任用棉者は当該

教員の任用期間が満了されたときに任用期fHJ満了Elの

4ケ月前までに任用期間が満了される事実と再任用布

議を申琵lIiできることを教員に通知 (文むにより通知)

しなければならない｡

③第 2項の規定により通知を受けた教iiが再任用を希望

する場合には通知を受けた日から 15日以内に再任用

番鶴を任用権者にlF哨iLなければならない

症)第 3項の規定により､再任用布法の中富l■Jlを受けた任用

権者は大学人群委員会の再任用審議を経て当該教flに

対する再任用可否を決定し､その･軒実を任用期間満了

El2ケ月前まで教fiに通知しなければならない.当該

教Dを再任用しないという択定をした場合には再任用

しない意思と再任用拒否琳由を明示して通知しなけれ

ばならない｡

(参大学人事委員会が第 4項の規定により当該教員に対す

る再任用可否を審縫するにあたって､次の各号の郡項

に憐】する評価など客観的三拝由で学則が定めた非由に基

づかなければならない.この勘合､解放過程で 15日

以上のき那F】を定めて当該教員に指定された日迄に大学

人節委員会に出席 してFLT兄を述べるか野面によるfLT見

5-2 契約制任用と再任用

契約制敬白の任用に関する内容は ｢教育公務n法｣に具体的に規定されている｡大学は物務期

間､給与､鋤務条件､業績及び成梨などを契約粂件に明示し､任用することができる｡契約制の

場合は契約の条件､特に教授の某紙が韮嬰な項目として規定されている｡

表 14 大学数flの契約制任用に関する規定

(D大学の教員は大統領令の定めにより勤務糊Fli卜 給与 ･

勤務条件､某約及び成93=約定などの契約条件を決め任

用できる

②5,1項の規定により任用された教flの任用権者は当該

教員の任用期間が満了されたときに任用期日lrJ浦i了Flの

4ケ月前までに任用期間が満了されるJI拝実と再任用解

放を中音lIiできることを教員に通知 (文むにより通知)

しなければならない｡

③第 2項の規定により通知を受けた教Irlが再任用を希望

する場合にはiBJ知を受けたElから 15日以内に再任用

赤紙を任用権者にlE]訂tLなければならない

伝)第 3項の規定により､再任用審法の申弧を受けた任用

権者は大学人却香il会の再任用赤誠を経て当覆亥教flに

対する再任用可否を決定し､その祁尖を任用期間満了

EI2ケ月前まで教員に通知しなければならない.当該

教Llを再任用しないという決定をした場合には再任用

しない窓恩と再任用拒否三拝由を明示 して通知しなけれ

ばならない｡

⑤大学人事委員会が第 4項の規定により当該教員に対す

る再任用可否を審放するにあたって､次の各号の碑項
にr葵け る評価など客観的三拝由で学則が定めたホ由に基

づかなければならない.この場合､帯紙過程で 15日

以上のl那F】を定めて当筈亥教員に指定された日迄に大学

人ホ委員会に出席 して芯兄を述べるかむ面による芯見
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提出の機会を与えなければならない○

1.学生教育に関する事項

2.学問研究に関する事項

3.学生指導に関する事項

⑥再任用が拒否された教員が再任用不可処分に対して不

服した場合にはその処分を通知された目から 30 日以

内に

｢教育地位向上のための特別法｣第 7条の規定による教員

訴請審査委員会に審査を請求することができる

教育公務員任用A 大学教員の ①法第 11条の 2の規定による大学教員の任用は次の各

号の範囲で契約条件を定めて施行する

1.勤務期間

1)教授 :第 47条の規定による定年までの期間○但し､

本人が望む場合には契約で決めた期間

2)副教授 :47条の規定による定年までの期間､または

契約で決めた期間

3)助教授及び専任講師 :契約で決めた期間

2.給与

｢公務員報酬規定｣による報酬及び｢公務員手当てなどに関

する規定｣で決めた手当て

丁コ第 5条の2 契約制任用 3.勤務条件
教授時間及び所属学科などに関する事項

4.業績及び成果

研究実績 .論文指導 .進路相談及び学生指導に関する事

項

5.再契約条件及びプロセス

勤務期間終了後に再任用条件及びプロセスに関する事項

6.その他大学の長が必要であると認めた事項

②大学の長は必要であると認める場合､本人の同意を得

て締結条件を変更することができる

③大学の長は大学人事委員会の審議を経て第 1項の規定

内に

,A

2.給与

第5条の2

項

内に

A

2.給与

第5灸の2

項
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による契約条件に関する細部基準を決める

私立学校法第 53条の2 学校 の長 ではない教員の任用 ④第 3項の規定により､再任用審議の申請を受けた任用

権者は大学人事委員会の再任用審議を経て当該教員に

対する再任用可否を決定し､その事実を任用期間満了

目の 2ケ月前まで教員に通知しなければならない○当

該教員を再任用しないという決定をした場合には再任

用しない意思と再任用拒否事由を明示して通知しなけ

ればならない○

⑤大学人事委員会が第 4項の規定により当該教員に対す

る再任用可否を審議するにあたって､次の各号の事項

に関する評価など客観的事由で学則が決めた事由に根

拠しなければならない○この場合､審議過程で 15日

以上の期間を決めて当該教員に指定された目迄に大学

人事委員会に出席して意見を述べるか書面による意見

提出の機会を与えなければならない○

1.学生教育に関する事項

2.学問研究に関する事項

3.学生指導に関する事項

⑥再任用が拒否された教員が再任用不可処分に対して不

服な場合にはその処分を通知された目から 30 日以内

に｢教育地位向上のための特別法｣第 7条の規定による

契約制の任用のプロセスは新規採用とほとんど同じで､契約期間が明示されるのみである｡ 再

任用の場合には大学の内部規定によって異なるが､ここでも主に研究業績が重要な再任用の条件

になる｡

6.大学教員の昇進

大学教員の昇進は法令で具体的に規定されていない｡そのため､昇進と関連する審査規定､昇

進のための業績評価などを大学ごとに適用 している (バク ･ナムギ､1999;キム ･ホンヒ､

2005など)｡ 昇進に関する大学の規定をみると､教授の場合は最短 10年から最長 19年､副教

の任用

契約制の任用のプロセスは新規採用とほとんど同じで､契約期間が明示されるのみである｡再

任用の場合には大学の内部規定によって邦なるが､ここでも主に研究業杭が韮嬰な再任用の条件

になる｡

6 大学教員の昇進

大学教員の3-[進は法令で具体的に規定されていない｡そのため､昇進と関連する布衣規定､6-)

進のための黙紡評価などを大学ごとに適用している (バク .ナムギ､1999,キム ･ホンヒ､

2005など)｡昇進に関する大学の規定をみると､教授の場合は放短 10年から成長 19年､副教

第53条の2 の任用

契約口,1Jの任用のプロセスは新規採用とほとんど同じで､契約期間が明示されるのみである｡再

任用の場合には大学の内部規定によって邦なるが､ここでも主に研究業績が韮嬰な再任用の条件

になる｡

6 大学教員の昇進

大学教員のfl進は法令で具体的に規定されていない｡そのため､外遊と関越する帝査規定､昇

進のための芙綴評価などを大学ごとに適用 している (バク ･ナムギ､1999,キム ･ホンヒ､

2005など)｡昇進に関する大学の規定をみると､教授の場合は臓短 10年から放長 19年､副教
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授は最短 7年から最長 14年､助教授は最短 4年最長 11年､専任講師は博士学位所持､または

7年の経歴を要求していることがわかる (バク ･イヌ他､2008)｡

表 15 教授資格基準に関する大学の規定

教授 17年､副教授 11年､助教授 7年､専任講師5年

教授 18年､副教授 13年､助教授 8年､専任講師4年

教授 17年､副教授 12年､助教授 7年､専任講師5年

教授 10年､副教授 7年､助教授 4年､専任講師3年

教授 12年､副教授 6年､助教授 2年､専任講師は博士学位所持者

教授 14年､副教授 9年､助教授 5年､専任講師 3年

教授 19年､副教授 11年､助教授 6年､専任講師3年

教授 11年､副教授 6年､助教授は博士学位所持者

教授 19年､副教授 14年､助教授 11年､専任講師7年

教授は博士取得後 11年､副教授は博士取得後 6年､助教授は博士取得後 2年､専任講師は

修士取得後 2年､または博士学位取得者

教員は教育公務員法､その他関係法令が定める教員経歴､所要年数及び教員経歴換算表によ

って資格基準に該当する者でなければならない

表 16 昇進所要年数

ヽ ヽ

副教授 学校数 助教授 学校数 専任講師 学校数
勤務年数 勤務年数 勤務年数

5年 53 4年 66 2年 69

6年 15 5年 4 3年 2

7年 1 6年 1

(資料)バク ･イヌ他 (2008)から引用

授は最短 7年から最長 14年､助教授は最短 4年最長 11年､専任講師は博士学位所持､または

7年の経歴を要求していることがわかる (バク ･イヌ他､2008)｡

表 15 教授資格基準に関する大学の規定

教員区分による資格

教授 17年､副教授 11年､助教授 7年､専任講師5年

教授 18年､副教授 13年､助教授 8年､専任講師4年

教授 17年､副教授 12年､助教授 7年､専任講師5年

教授 10年､副教授 7年､助教授 4年､専任講師3年

教授 12年､副教授 6年､助教授 2年､専任講師は博士学位所持者

教授 14年､副教授 9年､助教授 5年､専任講師3年

教授 19年､副教授 11年､助教授 6年､専任講師 3年

教授 11年､副教授 6年､助教授は博士学位所持者

教授 19年､副教授 14年､助教授 11年､専任講師7年

教授は博士取得後 11年､副教授は博士取得後 6年､助教授は博士取得後 2年､専任講師は

修士取得後2年､または博士学位取得者

教員は教育公務員法､その他関係法令が定める教員経歴､所要年数及び教員経歴換算表によ

って資格基準に該当する者でなければならない

表 16 昇進所要年数

教授昇進 副教授昇進 助教授昇進

副教授 学校数 助教授 学校数 専任講師 学校数
勤務年数 勤務年数 勤務年数

5年 53 4年 66 2年 69

6年 15 5年 4 3年 2

7年 1 6年 1

(資料)バク･イヌ他 (2008)から引用

校は瓜短 7年からJa長 14年､助教授はJa一転 4年La良 11年､噂任き片肺は紳士学位所持､または

7年の経歴を嬰求していることがわかる (バク ･イヌ他､2008)｡

袈 15 教授汽格益畔にE其Jする大学の規定

教fl区分による資格

教授 17年､副教授 11年､助教授 7年､坤任冨井師5年

教授 18年､剛教授 13年､助教授 8年､噂任喜片肺4年

教授 17年､副教授 12年､助教授 7年､呼任托師5年

教授 10年､副教授 7年､助教授 4年､申住吉片肺 3年

教授 12年､剛老女授 6年､助教授 2年､申住吉片肺は博士学位所持名

教授 14年､副教授9年､助教授5年､呼任!符節3年

教授 19年､副教授 lliF.助教授6年､坤任講師3年

教授 11年､副教授6年､助教授は仰土牛位所持省

教授 19年､剛教授 14年､助教授 11年､呼任吉井師 7iF

教授は紳士取糾後 11年､副教授は博士取糾後 6年､助教授は博士取柑後 2年､il)1壬言推帆 ま

修IJ=取糾後 2年､または博士学位収御者

教flは教育公務月払､その他関係法令が定める教fl経歴､所望年数及び教n経歴換辞表によ

って資格基準に該当する者でなければならない

袈 16 昇進所要年数

教授昇進

副教授 学校数 助教授 草佼数
勤務年数

5年 53 4年 66 2年 69

6年 15 5年 4 3年 2

7年 1 6年 1

(資料)/くク･イ5日也 (2008)から引用
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このように昇進に所要する年数が長いため 4年制一般大学の専任教員の平均年齢は 2006年

47.0歳から2009年 47.9歳と平均年齢が高くなっている(韓国教育開発院､2010)｡教員区分に

よると､国公立大学の場合には教授が 53.5歳､副教授が 44.3歳､助教授が 40.4歳､専任講師

が 38.2歳である｡ 私立大学の場合は専任教員の平均年齢が全体平均 47.9歳よりも 2歳低い

45.7歳であるが､教授の平均年齢 53.3歳､副教授 45.7歳､助教授 40.8歳､専任講師39.1歳と

教授以外の平均年齢が国立大学より高くなっており､国公立大学よりも私立大学での昇進所要時

間が長いことがわかる｡

実際､大学教員区分による経歴年数を見ると､専任講師と助教授は 5年未満から10年の経歴

が最も多く､副教授は5年から20年､教授は20年以上に多く分布している (表 17参照)｡

表 17 経歴別大学教員 (2010.4基準)

学長 59 24 25 34 54 61 62 42 21 13

教授 620 670 3,666 4,568 1,724 304 21

副教授 1,049 2,504 936 274 61 9 3

助教授 1,690 633 211 70 17 5 3

専任講節 491 261 128 67 18 4 2

(資料)教育科学技術部 ･韓国教育開発院 (2010)教育統計年報から作成

7.大学教員の資格等に関する議論の動向

7-1.非専任教員の身分不安定による大学教育の質低下

大学教員資格に関して最近イシューになっているのは非専任教員の問題である｡大学教員の 3

分の 2が定年が保障されない非専任教員であり､このような非専任教員が大学授業の半分を担

当している現況では大学教育の質を担保できないという議論である｡2009年現在､4年制一般

大学の授業の 43%､2-3年制専門大学の 57%以上が時間講師や兼任､招碑などの非専任教員に

よって賄われている｡非専任教員を兼任 ･招碑と時間講師に分けてみると､一般大学の全体授業

の 35.0%を時間講師が担当していることが分かる｡ この傾向は私立で強く､国立大学の場合に

は 30.7%であるのに対して､私立大学の場合は 36.3%の授業を時間講師が担当しているのであ

このように刃進に所要する年数が長いため 4年制一般大学の呼任教flの平均年齢は 2006年

470歳から2009年 479歳と平均年齢が市L石くなっている(柾国教育開発院､2010)｡教員区分に

よると､国公立大学の場合には教授が 535歳､副教授が 443歳､助教授が 404歳､専任喜推師

が 382歳である｡私立大学の場合は専任数日の平均年齢が全体平均 479歳よりも 2歳低い

457歳であるが､教授の平均年齢533歳､副教授 457歳､助教授 408歳､噂住吉符節391歳と

教授以外の平均年齢が国立大学より高くなっており､国公立大学よりも私立大学での4-1進所要時

間が良いことがわかる｡

実際.大学教員区分による経歴年数を見ると､辞任講師と助教授は 5年未満から 10年の経歴

が収も多く､馴教授は5年から20年､教授は20年以上に多く分布している (表 17参E昭)｡

穀 17 経歴別大学教員 (20104基準)

学長 59 24 25 34 54 61 62 42 21 13

教授 620 670 3,666 7,019 8,079 8,060 4,568 1,724 304 21

副教授 1,049 4,666 4,401 4,190 2,504 936 274 61 9 3

助教授 5,634 4,001 2,929 1,690 633 211 70 17 5 3

く資料)教育科学技術部 .輔国教育開発院 (2010)教育統計年報から作成

7 大学教員の資格等に関する議論の動向

7-1 非専任教員の身分不安定による大学教育の質低下

大学教員資格に関して瓜近イシューになっているのは非専任教員の問題である｡大学教員の 3

分の 2が定年が保障されない非野任教員であり､このような非野任教員が大草授井の半分を担

当している現況では大学教育の質を担保できないという放論である｡2009年現在､4年制一般

大学の授業の 43%､2-3年制専門大学の 57%以上が時間講師や兼任､栢聴なとの非専任教員に

よって鵬われている.非呼任教員を非任 ･招1博と時Fi耶符節に分けてみると,一般大字の全体授菜

の 350%を時間害距師が担当していることが分かる｡この傾向は私立で牡く､国立大学のya,L合に

は 307%であるのに対して､私立大学の場合は 363%の授業を時r汀柁推師が担当しているのであ

このように昇進に所要する年数が良いため 4年制一般大学の専任教flの平均年齢は 2006年

470歳から 2009年 479歳と平均年齢が?.̀古くなっている(総回数育開発院､2010)｡教員区分に

よると､国公立大学の場合には教授が 535歳､副教授が 443歳､助教授が 404歳､専任冨推師

が 382歳である｡私立大学の場合は野任数日の平均年齢が全体平均 479歳よりも 2械低い

457歳であるが､教授の平均年齢 533歳､副教授457歳､助教授 408歳､時任吾郎Ii391歳と

教授以外の平均年齢が国立大学より布くなっており､国公立大孝よりも私立大学での前進所要時

間が良いことがわかる｡

実際､大学教員区分による経歴年数を見ると､馴壬講師と助教授は 5年末梢から 10年の経歴

が瓜も多く､副教授は5年から20年､教授は20年以上に多く分布している (表 17参.L昭)｡

袈 17 経歴別大学教11(20104益軒)

区分 5 年未満 5-10 10-15 15-20 20-25 25-30 30-35 35.40 40.45 45 年以上

学長 59 24 25 34 54 61 62 42 21 13

教授 620 670 3,666 7,019 8,079 8,060 4,568 1,724 304 21

1,049 4,666 4,401 4,190 2,504 936 274 61 9 3

助教授 5,634 4,001 2,929 1,690 633 211 70 17 5 3

(資料)教育科学技術部 .輔国教育開発院 (2010)教育統計年報から作成

7 大学教員の資格等に関する書名論の動向

7-1 非専任教員の身分不安定による大学教育の質低下

大学教員資格に関して瓜近イシューになっているのは非専任教員の関越である｡大学教員の 3

分の 2が定年が保障されない非碍任教員であり､このような非時任教Elが大学授菜の半分を担

当している現況では大学教育の質を担保できないという法論である｡2009年現在､4年制一般

大学の授業の 43%､2-3年制専門大学の 57%以上が時間吉祥師や兼任､招牌などの非専任教員に

よって賄われている｡非野任教員をiirt任 ･相順と時ri耶符節に分けてみると,-般大学の全体授菜

の 350%を時間講師が担当していることが分かる｡この傾向は私立で強く､国立大学の勘合に

は 307%であるのに対して､私立大学の場合は 363%の授業を時間喜齢姉が担当しているのであ
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る｡

表 18 一般大学の非専任教員の授業担当比率

-

2007 7.6 34.1 3.5 29.8 9.1 35.6

2008 8.3 33.5 5.6 28.6 9.2 35.1

2009 8.2 35.0 4.9 30.7 9.2 36.3

(資料)韓国教育開発院 (2010) ｢韓国の教師と教授を知る｣から作成

そのため､最近では大学競争力強化事業などに教員確保率 (専任教員確保率-専任教員数/荏

学生基準教員法定定員 Ⅹ100)と教員一人当たりの学生数 (在籍学生数/専任教員数)を評価指標

として財政配分を行っている (教育科学技術部､2010)｡

非専任教員のほとんどを占める時間講師の問題は､大学教育の質のみならず､身分不安定の側

面で注目を浴びている｡授業の半分を担当している時間講師の場合､1年も保障されない雇用問

題と低い報酬による社会的､経済的問題を抱えている｡そのため 2011年 3月 22日､教育科学

技術部は時間講師の処遇改善を内容とする高等教育法一部改正案を国務会議に上程した｡改正案

では 14条の 2を新設して'時間講師を教員とする'項目を新設し､時間講師の名称を ｢研究講義

講師｣とし､教員として認めることにした｡国務会議を通過したため､国会でも3月 31日に高

等教育法一部改正法律案を発議した｡しかし､時間講師労働組合である韓国非正規職教授労働組

合では教授､副教授､助教授､専任講師を教員とする 14条 2項に時間講師を含ませず､14条 2

を新設したのは教員の昇進 トラックからは排除することを意味するため､権利と待遇は 1年限

りの時給労働者であるのに､任用プロセスを教員にしただけであると主張している (ハンギョレ

新聞､2011/03/31)｡ また､教育科学技術部が国公立大学に時間講師処遇改善のための事業計

画書を提出するよう公文を送ったが､ほとんどの大学が教育科学技術部の例示によって時間講師

の所得が専任講師年俸の半分を超える場合には時間講師の賃金を半分しか払わない改善案を出し

た｡これらのことから､時間講師の処遇改善どころか 専ら大学の専任教員充員率をあげるため

の手段として利用される改悪案であると批判されている｡

7-2.大学教授評価指標の転換

もう一つは教授の任用や昇進審査に使 う評価指標の問題である｡教授任用や昇進審査の場合論

る｡

表 18 一般大学の非専任教員の授業担当比率

全体 国公立 私立

北住 一招槻 〕糾壬.招槻

2007 7.6 34.1 3.5 29.8 9.1 35.6

2008 8.3 33.5 5.6 28.6 9.2 35.1

2009 8_2 35_0 4_9 30_7 9.2 36.3

く資料)韓国教育開発院 (2010) ｢韓国の教師と教授を知る｣から作成

そのため､Ji近では大学競争力強化Zli菜などに教員確保率 (馴壬教員確保率-野任教員数/荏

学生基準教員法定定日 XIOO)と教8-人当たりの学生数 (在籍学生数/申任教員数)を評価指標

として財政配分を行っている (教育科学技術部､2010)｡

非辞任教員のほとんどを占める時間富片肺の問題は､大学教育の質のみならず､身分不安定の側

面で注目を浴びている0校菜の半分を担当している時間講師の場合､1年も保臆されない雇用関

越と低い報酬による社会的､経済的間越を抱えている｡そのため 2011年 3月22日､教育科学

技術部は時間富誇師の処遇改善を内容とする高等教育法一部改正案を国務会砧に上穣した｡改正案

では 14条の 2を新設しで時r''iJ講師を教1-1とする'項目を新設し､時F''朋推師の名称を ｢研究講義

講師｣とし､教員として認めることにした｡国務全紙を通過したため､国会でも3月 31日にJJ芹

等教育法-部改正法維案を発鵠した. しかし､時間言符節労働組合である韓国非正規職教授男働組

合では教授､副教授､助教授､馴壬講師を教flとする14粂2項に時r～j偶 節を含ませず､14粂2

を新設したのは教Dの昇進 トラックからは排除することを意味するため､楕利と待遇は 1年限

りの時給労働者であるのに､任用プロセスを教員にしただけであると主張している (-ンギョレ

新Flil､2011/03/31)｡また､教育科学技術部が国公立大学に時r''j相投師処遇改善のための都築計

画缶を挺出するよう公文を送ったが､ほとんどの大学が教育科学技術部の例示によって時間講師

の所帯主が専任講師年俸の半分を超える場合には時間言符節の賃金を半分しか払わない改善案を出し

た.これらのことから､時間雷推師の処遇改善どころか 呼ら大学の呼任教fl充11率をあげるため

の手段として利用される改悲秦であると批判されている｡

7-2 大学教授評価指標の事云換

もう一つは教授の任用や昇進審査に使う評価指標の問題である｡教授任用や昇進審査の勘合論

る｡

表 18 -般大学の非専任教員の授業担当比率

全体 国公立 私立

斉剛圭一招取

2007 7.6 34.1 3.5 29.8 9.1 35.6

2008 8.3 33.5 5.6 28.6 9.2 35.1

2009 8_2 35_0 4_9 30_7 9.2 36_3

(資料)紹国教育開発院 (2010) ｢韓国の教師と教授を知る｣から作成

そのため､Ji近では大学競争力強化耶菜などに教員確保率 (呼任教員確保率-専任教員数/荏

学生基準教員法定定員 XIOO)と教員-人当たりの学生数 (在辞学生数/辞任教員数)を評価指標

として財政配分を行っている (教育科学技術部､2010).

非馴壬教員のほとんどを占める時間雷綻師の闇値は､大学教育の質のみならず､身分不安定の側

面で注目を浴びている｡授菜の半分を担当している時間講師の場合､ 1年も保賠されない雇用関

越と低い報酬による社会的､経済的間越を抱えている｡そのため 2011年 3月22日､敬弔科学

技術部は時間講師の処遇改善を内容とする高等教育法-部改正案を国務全仏に上程した｡改正秦

では 14条の 2を新設しで時F''j儲 師を教員とする'項Elを新設し､時間冨維師の名称を ｢研究講義

言誇師｣とし､教員として認めることにした｡国務会議を通過したため､国会でも3月 31Elに謀iL

等教育法一部改正法律案を発耽したDしかし､時間雷符節労働組合である韓国非正規職教授労働組

合では教授､副教授､助教授､辞任講師を教員とする14粂2項に時rl'jほ結節を含ませず,14粂2

を新設 したのは教員の昇進 トラックからは排除することを宕味するため､権利と待遇は 1年限

りの時給95働者であるのに､任用プロセスを教員にしただけであると主張している (ハンギョレ

新Ii机 2011/03/31)｡また､教育科学技術部が国公立大学に時r''耶推師処遇改葬のための郡某引

画nfl;を提出するよう公文を送ったが､ほとんどの大学が教育科学技術部の例示によって時rlSJ講師

の所料が専任言推師年俸の半分を超える場合には時間雷符節の賃金を半分しか払わない改善案を出し

た｡これらのことから､時間書経師の処遇改善どころか 呼ら大学の申任教fi充Ll率をあげるため

の手段として利川される改悲秦であると批判されている｡

7-2 大学教授評価指標の転換

もう一つは教授の任用や昇進事変に使う評価指標の問煩である｡教授任用や昇進審査の勘合論
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文の影響力は絶対的である｡ほとんどの大学は教授業績を教育 ･研究と産学協力､奉仕の三つの

評価指標で評価するが､実際には教育部門は基本的に満点であるため研究結果の論文実績で教授

評価をしている｡例えば､ソウル大学人文学部の教授評価の場合､単独著者論文は 100点､二

人の共同著者論文は70点にして､年 200点を満たさないと昇進に不利になる｡このような研究

中心の教授業績評価のせいで大学教員が学生教育を重視しないと言われている｡

そのため､最近では大学教員の評価指標に講義や学生指導､生活指導実績を教授評価に反映し

て大学の教育力量を強化する動きがある｡実際に安東大学の場合には面談指導と学生活動指導な

どを実績評価項目に追加している(大学新聞､2011/4/16)｡また､教育科学技術部では産学協力

を推進するために ｢大学教員人事制度改善方案｣を発表し､産学協力重点教授 (教育支援型､研

究支援型､就業支援型)を 2011年 220人採用を目標としている (教育科学技術部､2011)｡

その方案によると､教授任用や昇進の時に教育､研究､奉仕､産学の中で評価類型を選択し､業

績として認めるようにした｡また､大学情報公示項目に産学協力重点教授現況を追加するのみな

らず､大学財政支援事業の評価指標や大学評価認定指標にも反映するとい う ｡

文の影響力は絶対的である｡ほとんどの大学は教授井桁を教育 .研究と庭草協力,奉仕の三つの

評価指標で評価するが､実際には教育部門は並木的に満点であるため研究結巣の陥文実績で教授

評価をしている｡例えば､ノウ′レ大学人文学部の教授評価の場合､単独若者論文は 100点､二

人の共同著者銘文は 70点にして､年 200点を満たさないと月進に不利になる｡このような研究

中心の教授英紙評価のせいで大学数Dが学生教育を盃視しないと言われている.

そのため､戚近では大学教員の評価指標に捕森や学生指導､生活指導英紙を教授評価に反映し

て大学の教育力血を強化する動きがある｡実際に安東大字の場合には面談指導と学生活動指導な

どを実続評価項Elに追加している(大学新F翔､2011/4/16)｡また､教育科学技術部では在学協力

を推進するために ｢大学数白人才附剛度改善方案｣を発表し､産学協力韮点教授 (教育支援型､研

究支援型､就菜支援型)を 2011年 220人採用を目標としている (教育科学技術部､2011).

その方秦によると､教授任用や昇進の時に教育､研究､奉仕､産学の中で評イd7]類型を選択し､共

析として認めるようにした.また､大学情報公示項目に産学協力盃点教授現況を追加するのみな

らず､大学財政支援耶井の評価指標や大学評価認定指標にも反映するという｡

文の影響力は絶対的であるCほとんどの大学は教授井桁を教育 .研究と産竿魅力,奉仕の三つの

評価指標で評価するが､実際には教育寮叩Flは益本的に満点であるため研究結果の陥文実績で教授

評価をしている｡例えば､ソウル大学人文学部の教授評価の勘合､単独著者論文は 100点､二

人の共同著者輪文は 70点にして､年 200点を満たさないと1rt進に不利になる｡このような研究

中心の教授英紙評価のせいで大学数且が学生教育を虫視 しないと言われている｡

そのため､瓜近では大学教員の評価指標に粥森や学生指導､生活1旨導実績を教授評価に反映し

て大学の教育力故を強化する動きがある.実際に安東大学の場合には面談指導と学生活動指導な

どを実細評佃頃日に追加 している(大学新Fiil.2011/4/16)｡また､教育科学技術部では在学協力

を推進するために r大学数白人王L捕り度改営方案｣を発表 し､産学協力証点教授 (教育支援型､研

究支援型､就菜支援型)を 2011年 220人採用を目標としている (教育科学技術部､2011)C

その方秦によると､教授任用や昇進の時に教育､研究､奉仕､在学のEPで評価耕型を選択し､菜

綿として認めるようにした｡また､大学情報公示項目に産等協力瓜点教授現況を追加するのみな

らず､大学財政支援三拝菜の評価指標や大学評価認定指標にも反映するという｡




